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序章 問題意識および課題 

(1)現代 ｢教育改革｣ と学校組稚 運営原理 の変

容 

90年代以降,｢教育改革｣が対象とする範囲はほぼ

公教育の全領域にわたっていると言ってよい｡初等中

等教帝段隅から高等教育段階までのあらゆる学校段階

で,さらには教育行政や社会教育の領域までもが改革

の対象とされている｡

すでに多くの先行研究が指摘 しているとおり,現代

教育改革は教育の内発的な普請に基づくものというよ

りは,経済のグローバル化に伴う日本社会の全体的な

改革の一周として(ttl )L撹づいている1O深刻な財政問鼠

労働力政策および科学技術政策の変容など教育改革へ

と結びっく政治的 ･経済的文脈が慮油されなければな

らない｡

こうした社会変化のもと,｢日本型企業社会｣ とよ

ばれる従来からの社会統合の有り様そのものが解体さ

れっつあることも,教育改革の内容とねらいを明らか

にする上では重要な視点となろう｡90年代以降の経済

のグローバル化による社会変化を ｢親代日本の帝国主

義化｣と捉える渡辺治は,｢1960年代に形成 され, 日

本社会の強力な大衆社会的統合を支えた企菜社会的統

合の基盤が･･･狭塩化 しつつある｣ ことを指摘 してい

る2)Oこうした急速な社会統合の破綻を回復 し,新た

な社会統合を模索 しようとする試みはすでにすすめら

れており,教育政策や地域政策はその少なからぬ影響

を受けていると見られる3).

｢学校改革｣は,教育政策と地域政策とが連動する

要の部分に位置 している｡学校は地域の中心的な機関

としての役割と機能を担うことがあらためて要請され

る.｢公教育のスリム化｣と ｢企業社会統合の狭陰化｣

は地域社会における統合の破綻をもたらすと考えられ,

｢学校と地域の連携｣｢開かれた学校づくり｣とよばれ

る政策課題はこうした地域社会の状況に対応するもの

として期待されることとなるり｡そうしてみれば,学

校改革の分析においては,少なくとも地域政策および

社会教育政策との関連が問われなくてほならないであ

ろう5)｡紙数の関係上,これ以上言及することはでき

ないが,今日もなお正当な意味での父母 ･住民の学校

参加を保障する制度改革はすすんでお らず,急速な

｢帝国主義的体制｣の確立を目指 し,｢学校と地域｣の

関係再編を迫る教育政策は批判的に検討されなければ

ならないと考える｡

とりわけ近年の学校改革は,当初期待されていたも

のとは大きく異なり,学校経営における校長のリーダ 
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シップ,学校評議員制度や教育評価制度の導入など,

いずれも学校の組織と運営のあり様を大きく転換する

ものとしてすすめられてきている｡中でも東京都にみ

られるような ｢企業型あるいはNPM (New Public 

Management)型｣6'とよばれる学校経営改革がす

すめられていることには注意が必要である｡

もともとNPM理論とは,民間企業における経営理

念と手法を行政現場へ導入することを通 じて行政部門

の ｢効率化 ･活性化｣をめざすものであり,80年代半

ば以降のイギリスやニュージーランドではじまったと

される7).その方法的特徴は,(9企画部門と実施部門

を明確に分離 した上で,(参実施部門においては経営資

源の使用に関する裁境権限を広げる代わりに業績と成

果による統制をうけることにある8)｡実施部門におけ

る経営者は与えられた鼓敬の枠内で般大限リ-ダーシッ

プを発拝 し,業親と成果をあげることをめざすことと

なる｡これを学校教育分野に適用した場合,教育管理-

経営過程と教授 -学習過程の分離,｢教育効果｣ によ

る学校の統制 ･管理という学校経営像が導かれること

となるO

しか しながら,学校教育の中心的な機能である教授-

学習過程と結びつくことのない父母 ･住民の学校参加

は形式的なものにすぎない｡明確に数値として計測さ

れる業績 ･成果による管理統制は,教育分野にはなじ

まないという問題も指摘されなくてはならない｡確か

なことは,学校の組織と運営をめぐって本格的な理論

探求がなされなくてはならない状況が生まれていると

いうことである｡ここでは次のようにその理論課題が

整理 しておきたい｡

まず第一に,個別学校の組織と運営の問題をとらえ

る原理的な問題をあらためて問い直すことである｡そ

れは学校教育活動および学校組織運営において父母や

住民の関与を正当なものとして位置づけようとする理

論的視点とそのための組織運営原理を確かめることで

ある｡少なくとも,父母 ･住民あるいは教育行政機関 ･

校長 ･教師 (集団)が相互に教育内容の質的な吟味に

立ち入ることのできる領域を設定 しようとするのであ

れば,｢教育管理 -経営過程と教授 -学習過程の統一｣

という視点が不可欠なものとなろう｡

第二に,罪-の問題と関連 して,個別学校の組織と

迎常の問題を,教育行政機関を通 じての管理 ･経営や

地域からの社会的統制と連動させるような理論の ｢枠

糾み｣r】体が問われることとなる｡それは,学校の組

織と漸 耳を分析する研究方法論の問題でもある.

第二に,慨後日本の学校論を振り返りながら,父母 ･

仕Itの参加をや (t':校組織の制度を構想し実践 しよう･I

としてきた理論 ･実践の蓄積を踏まえる必要がある9)0

｢父母 ･住民の学校参加｣｢開かれた学校づ くり｣｢学

校と地域の連携｣などは,今日的課題であると同時に

歴史的課題でもあったことが確認されなくてはならな

い｡
こうした点を踏まえるとき,ようやく現代 ｢教朽改

革｣に見られる ｢企業型あるいはNPM型｣とよばれ

る学校経営論 ･学校経営像を,根本的に批判 しうる理

論と視点を見出すことが可能となろう｡ 

(2) 本研究の課題と方法

そこで.本研究では持田栄一 (1925-1978)の ｢教

育管理｣論10)を検討する｡持田の ｢教市管理｣論は,

公政市の組織と運営の全体像を対象としながら,個別

学校における組織運営を研究対象として含んでいた｡

そして,この個別学校の組織迎宮のあり方が氏の理論

全体の中心的な位尻を与えられうるものであった.

こうした点に,持田の ｢教育管理｣論の特質は見出

されてきた.例えば,児美川孝-郎は ｢持田の理論展

開における学校論の探求は,他の諸領域での研究と同

列に並ぶ位置にあったというよりも,広範な問題領野
■●●●●●

に視野を広げた60年代の自らの議論も 学校論という 

固有の理論位相において頼集的に統合していくという,

研究方法上の要諦となるべき位置を占めていた点 (倭

点筆者)｣に注目している11)｡また,黒崎勲は,｢教育

の営みを教授 -生活過程 (教授 -学習過程とも言い換

えられる)と教育管理 -経営過程の交錯とするだけで

はなく,現代の公教育制度においては教育管理 -経営

過程が権力による教育の統制である側面と教育の協業

化である側面の二重性を内包していることを,個別体 

制っまり学校の教育経営という場面においてもまた見

出そうとするものであった (傍点筆者)｣ として,学

校組織運営論上の問題視角の設定を評価 している12).

つまり,持田の ｢教育管理｣論においては,公教育の

組織と運営の全体を考察するための理論解析の主たる

場所としても,またそのあり方を変革する実践的 ･具

体的な場所としても学校組織運営の問題が中心的な位

置を占めていたのである｡

しかしながら,こうした先行研究は,主に持田の理

論枠組みにおける公教育の組織運営の全体と個別学校

内部における組織運営との関係について言及してはい

るものの,そこにおいて父母や住民がどのように位置

づいているのか,また教育内容そのものの作成 ･決定

から実施に至る過程をどのように捉えていたのかにつ

いては考察されていないO｢教育管理｣論の特質を,

単に研究領域として学校組織運営論を含むかどうかに 
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のみ求めることは,その理論のもつ意義や有効性を十

分に示 したことにはならないと考える｡

父母や住民にとって最も重大な公教育への関心事項

として個別学校教育において実践される教育内容その

ものがある｡それゆえ持田の学校組織運営論のもつ有

効性は,父母や住民の教育内容の決定過程への関わり

方について検討することによって具体的に明らかにな

ると思われる｡このとき,持田自身が分析枠組みとし

て採用 した ｢教授 -学習過程｣と ｢教育管理 -経営過

程｣という方法概念自体が今述べたような意味での実

践的な課題意識を併せ持っていたことを理解する必要

があろう13.そのため考察の方法としては,上記方法)

概念の成立する時期について,時代状況及び持田のそ

れに対する見解を踏まえ (Ⅰ),さらには持田の教育

課程編成論及び内外事項区分論批判に注目していくこ

ととする (Ⅱ)0 

Ⅰ. ｢教授-学習過程と教育管理-経営過

程｣概念の形成とその時代背景 

(1)概念確立の時期と理論的影響

はじめに ｢教授 -学習過程｣と ｢教育管理 -経営過

程｣という概念が,どの時期において明確なものとし

て規定されたのかをみておこう｡

｢学校運営論｣(1961.6)という論文で,持田は

｢学校の 『管理』 と 『経営』を統一的にとらえ｣ るた

めに ｢『学校運営』 という新 しい概念｣をつ くること

を提起 している14)｡ここでは ｢教育実践の主体を快復

する｣ということが課題とされながらも,それを ｢教

授-学習過程と教育管理 -経営過程の統一｣ではなく

｢教育管理と教育経営の統一｣としていた｡ このこと

は,｢学校運営｣における主体を,まだ ｢教育実践の

主体｣である ｢教師集団｣｢事務職員｣｢養護教諭｣を

位置づけるに止まっていたことを意味 している15.)

｢現代社会における学校と学校運営｣(1961.ll),

｢教授 -学習過程と教育管FJ!-経営過程一教育の しご

との組織論としての学校づくりの謙組-｣(1962.1)

の中で ｢教育管理-経営過程｣と ｢教授 -学習過程｣

という定式が見られる■●'｡そこでは,｢款待実践｣が

｢子どもの成長発達｣や ｢国民の教再要求｣に即 して

行われるものであることと,そのために ｢現在におい

てはっきりはなされた形で廻転している教授 -学習過

程と教育管理-経営過程の二つの過程を子どもと国民

の教育要求に即 した教育をすすめることを基礎に統一

する｣ことが明確にされることとなった170)

こうして方法概念が形づくられるにあたって,芝田

進午か らの理論的影響が指摘 されている18)｡芝田の

第49巻第 1号 (2002年度)

『人間性と人格の理論』が出版されたのが1961年であ

る｡芝田は,労働の過程を二重構造として理解するこ

ととその二重構造を ｢資本主義的大工業の発展そのも

のの不可避的な帰結｣として捉えようとする19)o持田

論においても,公教育の ｢近代的特質｣との関連にお

いて ｢教授 -学習過程｣と ｢教育管理 -経営過程｣の

分離状況を把握 しようとしており,同一の構造がみら

れる20)o 

()5年代教育運動 における ｢新 しい教師集団｣2 0
論

また,持田は当時の教育運動にみられた学校組織運

営論の問題提起として真壁仁編著 『新 しい教師集団J 

(16)1 F 持902)に注目しているo例えば,教育管理』 (

田著,1%1)においては,｢三つの組織論-教科の組

織論と学校の組織論 ･教育運動の組織論を提起 し,敬

科の吟味を教師の職場における集団化との問題との関

連においてとらえるべきことを提唱 した山形県教組の

新 しい教師集団における問題提起｣を,教育実践の質

的吟味を通 して学校運営論を検討 しようとするもので

あるとして評価 している2㌔ また,｢現代社会におけ

る学校と学校運営｣論文の冒頭においても同書につい

て触れて,｢教育の現実をみてみると,一人の教師の

教育実践は,現代社会における学校の基本構造を問題

とすることなしには解明できないのがその実態である｣

ことを指摘 し,｢教授 -学習過程｣と ｢教育管理-経

営過程｣を理論枠組みとしながら学校組織遷宮論を問

題とすることを述べているのである23)a

持田が参照 した ｢三つの組織論｣とはいかなる内容

のものであったのであろうか｡ここでは次の三点に特

徴を見出しておきたい｡第-に,学校管理体制の成立 

(1956)と学習指導要領の改訂およびその法的拘束力

の強化 (1958)という情勢の下で,教育課程の ｢自主

的編成｣をめぐる方法とその根拠が問われたことにあ

る｡第二は,その教育課程編成の過程に,父母 ･住民

あるいは子どもの教育要求を組織 しようとするもので

あったことである｡真壁は ｢国民の教育要求をはりお

こし,これをそだて,国民とともに教育をすすめてい

くために｣必要な課題をあげているし,また ｢子ども

の全面発達,子どもの人間的,生活的要求｣を中Jいこ

｢教科をふくめた全教育課程を組織 し構造化 しようと

する｣こと,そしてそのためには ｢必然的に教師の架

団化がもとめられる｣ことを提起 している州.

第三には,こうした第- ･第二の課題を.個別学校

単位の組織運営の課題と捉えた点にあるOそこでは, 

pTAのあり方だけではなく,学校単位で開催す る 
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｢校区教研｣や校区内の地域単位で開かれる ｢部落懇

談会｣など,学校 ･教師集団が父母 ･地域住民と直接

的に交流しあう場所と機会を捉供しうる実践的組織形

態が報告されている25O)

総 じて言えば,｢三つの組織論｣とは.父母 ･住民

あるいは子どもの教育安来をふまえながら個別の学校

で教育課程を編成 していくことを可能にするために,

学校の組織運営の課題と方法を理論化 しようとするも

のであったと言える｡それは,基本的にはひとりの教

師によって担われる ｢教授 -学習過程｣というものを,

教師の集団化という課題と父母 ･住民 ･子どもの (戟

育要求の)組織化という課題-すなわち学校の ｢組織

運営｣,あるいは教育の ｢管理 -経営｣の問題-とし

て捉え直そうとする視点を含むものであった｡ 

(3)教育管理-経営実態としての ｢教育管理機

積の再編｣認識

こうして理論的には,近代以降の日本社会の特質分

析とさらには現実の学校教育実践において問題提起さ

れているものとの両面から,1961年の段階で持田は

｢教授 -学習過程｣と ｢教育管理-経営過程｣を見出

すこととなった｡さらに,持田が ｢教授 -学習過程と

教育管理 -経営過程の二つの過程｣ として両過程の

｢分離状況｣を指摘するとき26),それは1950年代の教

育管理 -経営実態の分析を通 して析出されたものでも

あった｡

前出 r教育管理｣(1961)では,その第四部 ｢教育

管理のダイナミズム｣において,1950年代教育管理 -

経営実態の分析を行っている27｡これを持田は ｢) 講和

後教育管理機構の再編過程｣として捉え,現実に進行

している教育政策が,｢独占資本｣｢産業界｣からの教

育への ｢要請｣が強まってきたことに伴って教育管理-

経営体制を ｢再編｣しようとする動向としてあらわれ

てきたと指摘する｡持田はこの ｢再編過程｣次のよう

に図式化 している｡

｢資本の教育への発言がつよまり,『占領教育制度

の再検討』- F国民教育の合理的基準の設定』- 『教

育の国家的性格の確認』- r教育の地方分権 ･民衆統

制の修正.I- r教育行政における国家の責任の明確イu 

- F文部当局の権限の強化』- 『地方行政の能率化』

という構想が-ッキリとする｣払)

ここでは,｢教育管理機構再編｣の中心的課題とし

て ｢教育の国家基準｣すなわち教育内容の権力的統制

の問題が位置づいていると認識されている｡そして持

田は ｢教育の国家基準を効率的に運営するため｣には.

教育行政機構の ｢再編｣だけではなく個別学校におけ

る組織運営の体制の ｢再編｣が行われることを指摘し,

具体的に地方教育行政法成立 (1956)後の学校管理規

則および校長 ･教頭の法制化,教師に対する勤務評定

の実施について検討している29O)

｢教育管理 -経営過程と教授 -学習過程｣が ｢分離

状況｣にあるとするような学校組織運営上の認識は,

教育内容の国家的統制から派生する問題として捉えら

れていたことは明らかである｡喪返 して言えば,持田

が ｢教育管理 -経営過程と教授 -学習過程の統一｣と

いう課題を設定するとき,数倍内容の国家的統制に対

抗しるような教育内容の決定をどのように行うのかと

いう問題意識をその根底に含んでいたと考えられるの

であるo 

ll.教育課程の自主的構想と ｢父母国民の
教育要求｣ 

(1) ｢教育課程の国家基準｣批判と教育課程の

自主的構憩

教育内容の決定のあり方に関しては,｢教育課程の

国家基準について｣(1958),｢教育の国家基準の問題｣ 

(1958),｢教育課程の編成権｣ (1960),｢教育課程の国

家基準と教師の教育撒限｣(1968),｢教育課程自主編

成の視座｣(1970)などの論文がみられるはか,単著

においてもこれらの点について言及 している3O｡)

持田は,｢教育課程の国家基準について｣(1958)の

中で,｢学校 ･地域社会における教育課程を自主的に

構想すること｣を課題としてあげ,そのために ｢個々

の教師が自主的 ･主体的に教育課程批判の論議をすす

めることが出来るような体制｣をつくることを提起 し

ているll)｡言うまでもないが,持田の批判の対象とし

ての ｢教育課程｣とは,教育課程の基準として法的拘

束力を与えられた学習指導要領 (1958)を指している｡

持田は ｢国家基準｣で定められる ｢教育課程｣と対置

して,個別学校及び地域の単位で教育内容についての

議論が行われ,｢教育課程を自主的に編成｣すること

を提起 したのである32｡)

また,｢教育の内容と方法を子どもの成長発達と教

育の法則に即 して合法則的に構成することが課題｣33)

であるとされながら,なおもそのような子どもの成長

発達を誰がどのようにして検討 しうるのかという問題

があり,教育内容決定の問題は学校組織運営論として

捉えられなければならないことが指摘される｡

｢教科論 ･教育課程論を問題とするとき,われわれ

は,一方において教材化する文化遺産の内容を吟味す

るとともに,他面,国民の教育要求との関連において

学校のもつ任務と役割,教師相互の間柄,子どもと教 
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師,教師と父母国民の関係を規定する学校の仕組みそ

のものを問題として問わなければならない｡･-その教

育内容の吟味とそれを実施するための仕組みとしての

学校運営が統一的に理解されなければならない｣訓)

持田は ｢国民の教育要求｣から ｢学校のもつ任務と

役割｣｢学校の仕組み｣が規定されるべきであるとし,

それゆえ ｢教育内容｣と ｢学校運営｣とが統一的に問

われなくてはならないことを述べている｡すなわち

｢教育内容の吟味｣を通 じて行われるような ｢教育課

程の編成｣を,教師集団内部の問題としてだけではな

く ｢子どもと教師｣あるいは ｢教師と父母国民｣の関

係をも意識すべきであるとし,そのような意味で学校

組織運営論のあり方が問われなければならないとした

のである｡持田の方法概念に即して言えば,｢教授 -

学習過程｣上の問題として認識されてきた ｢教育課程｣

杏,｢教育管理 -経営過程｣の問題との関連において

捉えなおそうとしたのである｡

｢教育課程の国家鵜準｣という政策動向に対 して個

別学校単位での数倍内容の作成 ･決定 ･実施の過程を

理念的に対把することを目的として,｢教授 -学習過

程と教育管理 -経営過程の統一｣という方法概念は採

用されていたと言えよう｡それは,｢父母国民｣の教

育要求を正当に位置づけようとする学校組織迎宮論の

課題の提起であり,教育内容決定を ｢教師｣｢父母国

民｣｢子ども｣の共同決定過程として問い直すもので

あった｡ 

(2)持田栄一の内外事項区分翰批判

子どもの成長発達に即 して教育内容が問われなくて

はならず,子どもの成長発達の道筋を確かめるために

｢父母国民の教育要求｣が学校組織迎宮上に位置づ く

とされている点は重要である｡こうして ｢教授-学習

過程｣の一環としての教育内容決定の問題は,｢父母

国民の教育要求｣との関係において ｢教育管理 -経営

過程｣として把握されることとなる｡それゆえ持田は

内外事項区分論を以下のように批判することとなった｡

｢F国民の教育概論』においては, さきにものべた

ように,F国家の教育権』と F国民の教育権』の対置

論から,教育行政における F内的事項』と F外的事項』

を区別 し,『教育の条件整備』としての教育行政機能

を後者に限定し,前者は,主として教師集団の自主運

営に委ねるべきことが説かれる｡/この種の論のなか

には,F内的事項』がもともと F教授学習過程Jを対

象とした F管理経営』の謂であるのにもかかわらず,

それを F教授学習過程』そのものにすりかえる概念の

誤用がある｣3)5

第49巻第 1号 (2002年度)

一般的に,内外事項区分論とは,教育を ｢内的事項｣

と ｢外的事項｣とに分けることを通してそこでの国家 ･

行政機関の関与の仕方に逢いのあることを主張するも

のであり,国家の教育内容-の干渉 ･介入を防ごうと

するところに主眼がある｡そこでは,｢内的事項｣ は

｢教育の内容面をなす事柄であって,学校教育につい

ては,教科教育内容 ･方法,教材選定,成績評価とそ

の表示,生活指導,学校行事 ･クラブ活動指導,年間

教育計画,クラス編成 ･入退学進級判定や懲戒処分な

どの児童生徒身分取扱い,クラス担任などの教育校務

分掌,教師研修等がそれに当たる｣とされ,｢外的事

項｣は,｢教育の外的条件をなす事物であって,学校

に関 しては,施設設備,教職員の人事と勤務条件,教

育予算編成 ･執行などの教育財政,教育費の父母負担,

学校環境,学校制度,等である｣3)として,それぞれ6

領域的に分現 しようとする点に特徴を有している37).

このようにして把握される内外事項区分論において

は,内的事項はそのまま教育実践としての ｢教授-学

習活動｣として捉えられており,教育実践に至る教育

内容を誰がどのように作成 し決定していくのかという

｢教育管理 -経営過程｣としては捉えられていない｡

それは必然的に学校数育活動において学校全体の集団

的組織的運営を想定することがなくなり,教育実践の

主体である教師が自らの教育活動を父母 ･住民あるい

は子どもの教育要求にもとづいて検証 していくような

過程は,研究的視点から外されてしまうであろう｡

持田の内外事項区分論批判はこのように ｢領域的に

区別する｣ような ｢内外事項区分論｣に対する批判で

ある｡持田の批判の要点は,教授 -学習過程を含み込

んでさらにはその内容をいかなる形で決定 していくの

かという管理 -経営過程をも視野に入れた概念として

内的事項を捉えなければならないことの指摘であっ

た J8)0

結章 持田栄一 ｢教育管理｣論の構造的理

解 

(1) ｢教育管理の再構成｣の課題 と学校組 織運

営の位置

持田の ｢教育管理｣論は,公教育の組織と運営の全

体にわたって ｢国民的要求に即 して再構成す るこ

と｣3)が課題とされ,そのため研究領域は教育行政 ･9

学校教育のみならず社会教育も含めて包括的な内容が

含まれているO そこでは,｢教育管理｣概念を類型

化仰)しそれぞれを批判的に吟味することで自らの ･｢教

育管理｣論を明らかにしていくという方法がとられて

いるO持田はこれら諸蝋型を ｢公教育の社会的性格に 
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照応して要請される教育管理の体II;･Jl｣という観点から

吟味している｡

しかし,持田によれば,｢公教育の社会的性格に照

応 して要消される教育管理の体制｣とは,｢学校をく

みたてている子ども･教師 ･父母 ･国民が形成する集

団を土台とし学校を運営するという体制を保障すると

いう点｣u)を意味 している｡｢父母 ･国民｣の学校組

織運営への主体的な関わりを焦点とするような公教育

の ｢管理の体制｣が想定されていたとみることができ

る｡また,持田は求められるべき ｢教育管理｣体制一

持田の理念型としての ｢教育管理｣論-を ｢国民教育

の教育組織｣ないしは ｢教育管理の国民的発想｣と呼

んで,｢国民の教育要求をどのように組織化するかと

いうことを中心に父母国民集団と子どもと教師の集団

両者を土台とした,学校集団をつくり出すことを基本

に-教育組織論が発想されその実践がすすめられる｣

と述べている一2).持田にとっては,｢父母国民の教育

要求｣をふまえる学校組織運営は,教育課程編成論な r

どの各論にのみ位置づいていたのではなく,公教育全

体を ｢再構成｣する課題としても位置づけられていた

のである｡

公教育の組織と運営における主体を ｢父母国民集団

と子どもと教師の集団両者｣におきながら,それらの

各主体共同のいわば自治的な組織化の場を個別学校の

中に求めているといえる｡｢現行教育法制の構造から

いっても,また,国民教育の原則からいっても,『教

育管理 -経営｣の主体は父母国民｣であることが強調

され,また同時に ｢しかしそのことは現実の教育管理-

経営過程において,専門家としての教職が果たす役割

の重要さを否定することにはならない｣ことも留意さ

れていたq). 

(2) 本研究のまとめ

以上見てきたように,持田の ｢教育管理｣論におい

ては,｢教授 -学習過程｣と ｢教育管理-経営過程｣

とが個別学校単位での組織運営を含めた公教育の組織

と運営の全体像を解析する方法概念としてのみあった

のではなく,次のような点に課題の重点があったと考

えられるO

第-に,｢教授-学習過程｣と ｢教育管理-経営過

程｣概念は,教育管理 -経営の実態が教育内容の国家

的統制により引き起こされているものであり,そのも

とで ｢教授 -学習過程と教育管理 -経常過程｣の ｢分

離状況｣として説明されるための実態解明の分析概念

であった｡そして第二に,そうした教育内容の国家的

統制に対 して,｢教授-学習過程と教育管理-経営過 

程を統一する｣ことを課題とすることによって理念的

に個別学校単位での教育内容の決定を対粥したのであ

る｡

またそれは,教育内容自体の決定過程に ｢父母国民｣

を位置づけることであり内的事項を ｢教育管押 -経営

過程｣としそ捉えることでもあった.｢父母国民の教

育要求｣は,子どもの成長発達の段階を確かめ,それ

によって教師が行う教育実践が検証されていくという

筋道として位置づけられた｡そうして個別学校単位で

の教育内容の決定から実施へといたる過程は,一人教

師の裁量に委ねられるものとしてではなく,｢父母国

民｣の直接的な関与による共同決定の過程として捉え

られた｡持田の ｢教育管理｣論においては,父母 ･住

民と教師 (集団)さらには子どもを主体として,いわ

ば自治的かつ組織的に運営される場として学校組織運

営が位置づいていたのである｡こうした点を踏まえる

ことによって,｢教授 -学習過程と教育管理 -経営過

程｣という持田の方法概念の有効性はより明らかなも

のとなろう｡

〔注〕

1)教育改革を日本社会の政治的 ･挫折的背旗から分

析 したものに,井深雄二 『現代日本の教育改革』 

(自治体研究社,2000)や児美川孝一郎 『新自由主

義と教育改革EJ(ふきのとうL.9房,2000)などがあ

る｡ 

2)渡辺治 F講座現代日本 1 現代日本の帝国主義化一

形成と構造Jl(大月書店,1996)307頁｡ 

3)このあたりの分析については,さしあたり植田健

男 ･石井拓児 ｢自律的な学校経営と学校経営の理論,

その再構築の視点｣(日本教育経営学会編 『教育の

経営 2 自律的学校経営と教育経営｣玉川大学出版

部,2000)を参照されたい｡

4)新たな社会統合の手段として学校経営改革がどの

ように位置づいているのかを検討したものに,拙稿

｢現代教育改革と新たな社会統合手段としての学校

経営｣(名古屋大学大学院教育発達科学研究科教育

経営学研究室 F教育におけるアドミニストレーショ

ン 第3号』2001)がある｡ 

5)社会教育研究者の中からも,社会教育政策と学校

政策の関連を問うなど多角的分析の必要性が指摘さ

れている｡姉崎洋一 ｢地域をめぐる国家政策と教育一

中教審 ･生涯学習審をつらぬくもの｣ (教育科学研

究会 ･社会教育推進全国協議全編 r教育,地方分権

でどうなる｣国土社,1999),同 ｢学校のスリム化

と地域一社会教育 ･学校教育をつなぐ地域教育政策
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の動き｣(教育科学研究会編 『教育』国土社,1998),

および中山弘之 ｢1990年代における地域 ･自治体生

涯学習論の展開と学校- ｢学杜融合｣論ノー トー｣ 

(前掲 『教育におけるア ドミニス トレーション 第 

3号』2001)などの指摘が参考になる｡ 

6)乾彰夫 ｢東京の 『教育改革』の現段階｣および進

藤兵 ｢石原都政における教育 『改革』の背景｣ (い

ずれも教育科学研究全編 『教育』国土社,2002.8)

が詳 しい｡

7)大住荘四郎 Fニュー ･パブリック･マネジメント』 

(日本評論社,1999)参照｡ 

8)前掲論文 ･進藤 ｢石原都政における教育 『改革』


の背景｣7日｡
 

9)久富酋之 ｢教科研戦後史のなかの 学 校づくり"-

｢1970,1980年代 ･私たちの学校づ くり｣ を考える

三つの文脈-｣(教育科学研究会編 F教育』国土社, 

20029｡ この中で久富は ｢『日本型 NPM』 流の.)

『学校づくり』が強行展開する現代的状況のなか｣

で,戦後日本の教侍史における ｢学校と地域｣の関

係を問い直す課題があることを提起 している｡ 

10)持田の研究を教育行政研究一般と区別することは,

すでに高木英明が ｢教育におけるア ドミニストレー

ション｣(日本行政学会年報 F行政研究20 ア ドミ

ニストレーション』ぎょうせい,1986)において提

起 している｡この中で高木は,｢故持田栄一氏の理

論は F教育におけるAdministration』を考える際

に全く等閑に附することの許されないもの｣として

位置づけて,その理論枠組みを ｢教育管理｣論とし

て検討をおこなっている｡なお,持田において ｢教

育管理｣という概念は,今日のように行政権力から

の一方的な ｢管理｣を意味するような否定的な内容

においてのみ捉えられているわけではな く,国民 

(父母 ･住民)による主体的な ｢管理｣を展望する

ような,いわば教育 ･学校の ｢自主的管理｣という

意味内容をも含む概念として用いられていたと考え

られる｡ただし,｢教育の自主管理｣という用語は,

遺稿となった 『教育行政学序説』 (『持田栄一著作

集 第六巻』明治図 LLt,1979)においてみられるの

みである (92頁)｡持田の研究を ｢教育の自主管理｣

論として検討 しているものに,北島-司 ｢行政参与

と自主管理｣ (故持田栄一教授追悼論文集編集委員

会編 『現代公教育変革の課題』 日本教育新聞社, 

1981)がある｡ 

ll)児美川孝一一郎 ｢戟後学校論の到達点と課題-<制

度としての学校>認識を中山こ-｣ (堀尾輝久 ･奥

平康照他編 『講座学校 1 学校とはなにか』柏書房,

第49巻第 1号 (2002年度) 

1995)80頁｡ 

12)黒崎勲 『教育行政学』(岩波書店,1999)13頁｡ 

13) ｢教授-学習過程｣は他に ｢技術過程｣｢教育の

しごと｣｢教授-生産過程｣などと表記されている｡

同様に ｢教育管理 -経営過程｣は ｢組織過程｣とさ

れることもあった｡本稿ではその意味内容について

の大差はみられないと判断 し,引用文を除いて,す

べて ｢教授 -学習過程｣と ｢教育管理 -経営過程｣

として表記 している｡ 

14 学校運営論｣ (現代教育科学』No3)持田栄一 ｢ 『 .a

明治図書,1961.6)53頁｡ 

15)同上,56頁｡ 

16)持田栄一 ｢現代社会における学校 と学校運営｣ 

(『岩波講座 現代教育学17』岩波書店,1961),同

｢教授 -学習過程と教育管理-経営過程一教育の し

ごとの組織論としての学校づくりの課題-｣(r弟代

教育科学』No.44,明治図書,1962.1)｡ これらの

論文はいずれも1961年 9月に行われた日本教育学会

のシンポジウム ｢学校経営の民主化をめぐる諸問題｣

で行った報告 ･問題提起が土台となって作成されて

いる｡ 

17)持田 ･前掲論文 ｢教授 -学習過程と教育管理 -経

営過程一教育のしごとの組織論としての学校づくり

の課題-｣37頁｡ 

18)詳 しくは,黒崎 ･前掲書 『教育行政学』10-11頁

を参照されたい｡なお児美川 ･前掲論文 ｢戦後学校

論の到達点と課題-<制度としての学校>認識を中

心に-｣も同様の指摘をしている｡ 

19)芝田進午 『人間性と人格の理論』 (村木再店, 

1961)199-224頁｡ 

20)｢一般的にいって,資本主義社会の特徴は,そこ

においてみられる労働の人間疎外状況によって特色

づけられている｡ -このことは教育の現実において

もみられる｡教育のしごとが本来,教授-生活環境

形成の機能とともにこれを組織する管理-経営過程

の機能によってくみたてられ,両者が本来交桁 して

教育現実を動か しているのにもかかわらず,従水の

近代公教育体制においては,その F分業』的側的iの

みが 『専門化』という名で強調され,『協X』的側

面っまり両者を 『集団化』することはさしてrT(紫な

意味をもたなかった｣持田栄一 『 .fIの北本問教育TT'L!

題』 (東京大学出版会,1965)20頁｡ 

21 新 しい教師姓団』( J,90｡)真壁仁編著 『 三一折.T16)

22)持田栄一 『教育管理』(国土社,1961)259Ti｡ 

23)持田 ･前掲論文 ｢現代社会における学校と学校迎

宮｣2-3頁｡ 
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持田栄一 ｢教育管理｣論における学校組織の超宮原理 

24)前掲書 ･真壁編著 『新しい教師集団Jl270頁｡ 

25)朝日町送橋小学校 ｢生活をそだてる教育｣におけ

る ｢金曜会｣の組織と実践,酒田市松陵小学校 ｢父

母とともにする教育｣における ｢教育研究のあたら

しい形と質｣の問題提起,米沢市三沢西部中学校の

｢教育懇談会｣実践など.いずれも前掲背 ･曳壁編

著 F新しい教師･iR団』に収められている｡ 

26)同上,3頁｡ 

27)持田 ･前掲禽 F教育管理』149-316貢｡著作集の

第二巻および第二巻はそれぞれ ｢教育管理 (上)｣

｢教育管理 (下)｣として1961年発刊された本書を再

壕 しているものであるが,本番第四部 ｢教育管理の

ダイナミズム｣は編集の都合から削除されている0 

28)同上音,165頁 

29)同上杏,205-249貢｡ 

30)それぞれの文献について初出を明らかにしておく｡

｢教育課程の国家基準について｣(F教育評論』臨時

号,1958),｢教育の国家基準の問題｣ (『教師の友』 

7月号,1958),｢教育課程の編成権｣ (F現代教育科

学』4月号,明治図書,1960),｢教育課程の国家基

準と教師の教育権限｣(『現代教育科学』10月号,明

治図番,1968),｢教育課程自主編成の視座｣ (F現代

教育科学』1月号,明治図書,1970)0 
31)持田 ･前掲論文 ｢教育課程の国家基準について｣ 

19貢｡なお,持田の ｢教育課程の国家基準批判｣に

ついては,船山謙次 F続戦後日本教育論争史』 (秦

洋観出版,1965)に詳しい. 

32)持田はさらに地方自治法を用いて,教育課程の地

方基準の作成についても積極的な評価を行っている

ことに留意しておく必要がある｡そこでは,学校単

位での ｢教育課程の自主的編成｣とは区別して行政

単位での自治的な行政施策の決定を ｢地域教育計画｣

と呼んでいる (｢批判教育計画｣論)O持田にとって

は父母 ･住民の公教育への関与の場は個別学校単位

とともに地方教育行政単位におけるそれとがいわば

両輪として考えられていた｡持田の ｢批判教育計画｣

論の検討については紙数の関係上別稿に譲らざるを

えない｡ 

33)持田 ･前掲論文 ｢教育課程の国家基準と教師の教

育権限｣39-42頁｡この論文は,持田の教育課程論

の中でも最もまとまった内容となっている｡ 

34)持田 ･前掲論文 ｢現代社会における学校と学校運

営｣4貢｡ 

35)持田栄一 ｢教育権の理論- 『国民の教育権論』批

判｣(F季刊教育法』6号,エイデル研究所,1972) 
159頁｡兼子仁 ｢教育の内的事項と外的事項の区別｣ 

(r教育法学の課題 有倉達吉教授還暦記念』総合労

働研究所,1974)からの反論がある｡ 

36)兼子仁 F教育法 (新版)』(有斐閣,1978)350_351

貢｡ 

37)また,兼子は,内外事項区分論に関して ｢たしか

に.明確にいずれとも区分 Lがたい事柄が存すると

の疑問がありうる｣として,｢境界確定に関しては

立論を一段と精練にする必要がある｣こと,そのた

めに ｢F混合事項』論による補完｣を提起している｡

しかしそこでも内外事項区分論の理論発展の方向は

基本的には ｢領域的｣区別をいかに ｢掃轍にするか｣

という点に置かれている｡兼子 ･同上膏,352-353

頁｡ 

38)筆者は内外事項区分論を宗像の教育行政研究の枠

組みとの関係に注目して批判的に検討し,さらには

概念的に批判 した持田の理論をどのように受け止め,

今日の内外事項区分論の理論方向性をどのように考

えることができるのかについて考察している｡拙稿

｢内外事項区分論の概念把捉の方法をめぐる問題に

ついて｣(F名古屋大学大学院教育発達科学研究科紀

要 (教育科学)』第47巻第 1号,2000)を参照され

たい｡ 

39)持田･前掲書 『教育管理』9貢. 

40)持田は ｢教帝管理概念｣を次のように規型化して

いる.(丑 ｢教育管理｣を ｢教育経営｣の基本とする

立場② ｢教育管理｣ ･｢教育経営｣を外的事項 ･内

的事項の関連において区別して捉える立場③ ｢教育

経営｣の手段としての ｢教育管理｣④手段としての

｢管理｣によって ｢教育経営｣を統制する立場｡持

田･前掲書 F教育管理』及び持田栄一 ｢教育管理分

析の視点と方法｣(教育経営学会編 『教育経営の基

本問題』明治図書,1959)0 

41)持田 ･前掲書 F教育管理』330貢｡ 

42)持田 ･前掲論文 ｢教育管理分析の視点と方法｣48

貢｡ 

43)持田･前掲書 F数育管理の基本問題』427貢. 
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